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諮問庁：文部科学大臣 

諮問日：平成３０年５月１８日（平成３０年（行情）諮問第２３３号） 

答申日：平成３０年９月６日（平成３０年度（行情）答申第２１６号） 

事件名：特定期間の学校基本調査の特定統計表の特定区分の内訳が分かる文書

の不開示決定に関する件 

 

 

答 申 書 

 

第１ 審査会の結論 

   「学校基本調査の平成２９～２０年度，「高等教育機関（報告書掲載集

計）」の「卒業後の状況調査」の「大学」に掲載の統計表「都道府県別 

状況別 卒業者数」のうち，「不詳・死亡の者」の内訳（該当大学名と各

人数）（以下「本件対象文書」という。）につき，その全部を不開示とし

た決定は，妥当である。 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 審査請求の趣旨 

行政機関の保有する情報の公開に関する法律（以下「法」という。）３

条の規定に基づく開示請求に対し，平成３０年２月１日付け２９受文科生

第７６０号により，文部科学大臣（以下「処分庁」又は「諮問庁」とい

う。）が行った不開示決定（以下「原処分」という。）について，その取

消しを求める。 

２ 審査請求の理由 

  審査請求人が主張する審査請求の理由は，審査請求書及び意見書の記載

によると，おおむね以下のとおりである。 

（１）審査請求書 

  ア 行政手続法８条では，行政庁が申請により求められた許認可等を拒

否する処分をする場合には，原則として，その理由を提示することを

行政庁に義務付けている。 

    法９条２項により，開示請求に係る行政文書の全部を開示しないと

きは，不開示決定をした旨を書面で開示請求者に通知しなければなら

ないこととされており，この通知を行う際には，行政手続法８条に基

づく理由の提示を書面で行うことが必要である。 

    また，不開示決定通知書に付記すべき理由としては，開示請求者に

おいて，法５条各号の不開示情報のどれに該当するのかをその根拠と

ともに了知し得るものでなければならず，単に不開示の根拠規定の条

項を示すだけでは，当該行政文書の種類，性質などとあいまって開示

請求者がそれらを当然知り得るような場合は別として，求められる理
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由付記として十分とは言えない。 

  イ 本件不開示決定についてなされた理由付記について  

（ア）不開示とした文書名について 

     本件開示請求に対し処分庁は，本件対象文書について，開示請求

文言をそのまま用いて文書特定を行った上で，その全部を不開示と

する原処分を行った。すなわち，不開示決定通知書の「不開示決定

した行政文書の名称」欄には，開示請求書の「請求する行政文書の

名称等」欄の記載がそのまま転記され，不開示とした文書の文書名，

ページ数については何ら明らかにされないまま，その全部が不開示

とされている。 

     この場合，開示請求者においては，開示請求に対し，どのような

行政文書を特定した上で不開示決定を行ったのか，知り得ることが

できず，甚だ不適切な対応であると言わざるを得ない。 

（イ）不開示とした理由について 

   不開示決定通知書の「不開示とした理由」欄には，開示請求する

学校名及び件数が，なぜ基幹統計の被調査者の秘密保護と調査者保

護の対象に当たるのかについてその理由が記載されておらず，具体

的かつ客観的に説明する責任を果たしていない。 

   同欄には「調査実施者自らがこれを公にするとなると，被調査者

と調査実施者との間の信頼関係が損なわれ，その後の調査の協力を

得ることが困難となり，その結果，基幹統計調査の適正な遂行に支

障を及ぼすおそれがあることから」法５条６号に該当すると記載さ

れている。これらの記載は，不開示の根拠規定の条項を示すにすぎ

ず，当該不開示情報がどの文書のどの部分に記載されているか，ま

た，いずれの不開示理由に該当するか，何ら記載がない。 

     また，基幹統計調査に対する正確な報告を法的に確保するため，

統計法１３条で，基幹統計調査の報告を求められた者（被調査者）

が，報告を拒んだり虚偽の報告をしたりすることを禁止しており，

同法６１条では，これらに違反した者に対して，５０万円以下の罰

金が定められている。正確な報告を行うことは義務であり，調査実

施者自らが情報を公にすることで被調査者と調査実施者との間の信

頼関係が損なわれるという理由は，その後の調査の協力を得ること

が困難となり，基幹統計調査の適正な遂行に支障を及ぼす原因とし

て不十分である。 

     さらに，原処分は，開示請求に係る行政文書の全部を不開示とす

るものであり，開示請求者において，当該行政文書の開示部分の開

示の実施を受け，理由付記の不足を補って推測することも不可能で

ある。 
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     上記（ア）及び（イ）を踏まえれば，開示請求者において，どの

ような理由でどのような情報を不開示としたかを知り得ることがで

きないと言わざるを得ず，原処分は理由付記に不備があり，行政手

続法８条に違反するものと認められる。以上の点から，本件処分の

取消しを求めるため，本審査請求を提起した。 

（２）意見書 

  ア 不服申立てに係る行政文書等の文書名について 

本件開示請求に対し処分庁は，本件対象文書について，開示請求文

書をそのまま用いて文書特定を行った上で，その全部を不開示とす

る原処分を行った。すなわち，理由説明書（下記第３。以下同

じ。）の「不服申立てに係る行政文書等について」欄（下記第３の

１）には，開示請求書の「請求する行政文書の名称等」欄の記載が

そのまま転記され，不開示とした文書の文書名，ページ数について

は明らかにされないまま，その全部が不開示とされている。 

この場合，開示請求者においては，開示請求に対し，どのような行

政文書を特定した上で不開示決定を行ったのか，知り得ることがで

きず，不適切な対応であると言わざるを得ない。 

イ 基幹統計調査の真実性の確保について 

統計法の１条では，国の作成する統計は「国民にとって合理的な意

思決定を行うための基盤」を提供し，「国民経済の健全な発展及び

国民生活の向上に寄与すること」という目的意識に基づくものと明

記されている。理由説明書の「基幹統計調査の真実性の確保につい

て」の欄（下記第３の２（２））では，「統計の作成」が目的のよ

うに書かれているが，本来の統計の目的は「国民経済の健全な発展

及び国民生活の向上に寄与」である。該当大学名と各人数の開示に

より，大学卒業者の不明・死亡が発生する理由が判明し，策を講じ

てその発生を防ぐことは「国民経済の健全な発展及び国民生活の向

上に寄与」につながることであると考えられる。 

学校基本調査によると，平成２９年３月の大学卒業者約５６万７，

０００人のうち０．９％にあたる５，０８８人が不詳・死亡となっ

ている。同年の中学生１１６万３５１人のうちの１３０人，高校生

（全日制・定時制）１０６万９，５６８人のうち２１０人と比較し

ても割合，人数がともに大きく上回っている。平成２０年から１０

年間の統計を見ると毎年減少傾向にあるものの，いまだ５，０００

人を超えている。大学卒業者のうち，不詳・死亡の者が年間５，０

００人以上いる中，この問題は長らく放置されてきており，該当の

大学名と各人数の開示なしには原因を特定することは不可能である。

統計から浮き彫りになった問題は，理由説明書の「学校基本調査に
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ついて」欄（下記第３の２（１））にあるように，教育諸問題の検

討，将来的な教育計画の立案をする上でも実態を解明することが必

要である。 

ウ 不開示情報該当性について 

理由説明書の「不開示情報該当性について」欄（下記第３の２

（３））には，開示請求する学校名及び件数が，なぜ基幹統計の被

調査者の秘密保護と調査者保護の対象にあたるのかについてその理

由が記載されておらず，具体的かつ客観的に説明する責任を果たし

ていない。 

同欄には「学校基本調査の調査票情報を，法に基づき何人に対して

も開示することになれば，半世紀を越える期間築き上げてきた被調

査者との信頼関係は損なわれ，その後の調査への協力を得ることが

困難となるのみならず，申告の遅延，申告拒否，虚偽申告が起こる

可能性を完全に否定することはできない。その結果，審査の形骸化，

公表の遅延等統計事務の遂行に支障を生じ，ひいては学校教育の全

体像が本調査によって明らかにできなくなり，統計としての意義が

失われることになる」と記載されている。これらの記載は，不開示

の根拠規定の条項を示すにすぎず，当該不開示情報がどの文書のど

の部分に記載されているか，また，いずれの不開示理由に該当する

か，記載がない。 

また，基幹統計調査に対する正確な報告を法的に確保するため，統

計法１３条で，基幹統計調査の報告を求められた者（被調査者）が，

報告を拒んだり虚偽の報告をしたりすることを禁止しており，同法

６１条では，これらに違反した者に対して，５０万円以下の罰金が

定められている。正確な報告を行うことは義務であり，調査実施者

自らが情報を公にすることで被調査者と調査実施者との間の信頼関

係が損なわれるという理由は，その後の調査の協力を得ることが困

難となり，基幹統計調査の適正な遂行に支障を及ぼす原因として不

十分である。 

加えて，同欄には「（２）のような規定を設けてその真実性の確保

を図っているのである。換言すれば，個々の調査票情報が開示され

ないことが基幹統計という事務の性質上要請されているものという

ことができる」と推測しているが，下記第３の２（２）は，本来の

統計の目的である「国民経済の健全な発展及び国民生活の向上に寄

与」ではなく，「統計の作成」を指していることから，根拠として

十分ではない。 

第３ 諮問庁の説明の要旨 

 １ 不服申立てに係る行政文書等について 
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   本件不服申立てに係る行政文書は，「学校基本調査の平成２９年～２０

年度，「高等教育機関（報告書掲載集計）」の「卒業後の状況調査」の

「大学」に掲載の統計表「都道府県別 状況別 卒業者数」のうち「不

詳・死亡の者」の内訳（該当大学名と各人数）」であり，学校基本調査に

おける調査票情報に当たる。 

 ２ 学校基本調査における調査票情報を不開示とした理由について 

（１）学校基本調査について 

       学校基本調査は，教育行政に必要な最も包括的かつ基礎的な統計とし

て，明治以来行われてきた学校に関する基本的統計を引き継ぎ，昭和２

３年以降今日まで継続して実施されている基幹統計調査であり，基幹統

計調査とは，国の行政機関が作成する統計のうち総務大臣が指定する特

に重要な統計を作成するための調査である。 

       学校基本調査は，毎年，学校教育法（昭和２２年法律第２６号）に規

定する全国の幼稚園，幼保連携型認定こども園，小学校，義務教育学校，

中学校，高等学校，中等教育学校，大学，高等専門学校，特別支援学校，

専修学校及び各種学校の全学校種の全ての学校約５万７千校を対象とす

るしっ皆調査であり，学校数，学級数，在学者数，卒業後の状況，教職

員数，施設及び経費等の学校に関する基本的事項を網羅的に把握するも

のである。膨大なデータを入念に審査した上で集計し作成された統計は，

教育行政上，必要な法規の作成のための国会・議会等の参考資料，当面

の教育諸問題の検討，将来的な教育計画の立案等及び教育施策の検討・

策定のための基礎資料として欠くことのできない重要な統計である。そ

れのみならず，広く一般にも活用されているなど，その正確性・真実性

が強く求められている統計調査である。 

（２）基幹統計調査の真実性の確保について 

       統計法においては，基幹統計調査の真実性を確保するため，行政機関

の長は，個人又は法人その他の団体に対し報告を求めることができると

し（１３条１項），報告を求められた者は，これを拒み，又は虚偽の報

告をしてはならないとしている（同条２項）。この規定の実効性を確保

するための手段として，申告拒否，虚偽申告等に対する罰則規定を設け

ている（６０条及び６１条）。一方，被調査者の信頼と協力の下にあり

のままの報告を得るために，こうした法的強制のみならず，被調査者の

秘密の保護（３条４項，４１条及び４３条）調査票情報の利用の制限

（４０条１項）を定めており，統計制度の基盤は，これらの規定によっ

て裏付けられる信頼関係にある。 

       このため，文部科学省においては，学校基本調査の実施に当たって，

被調査者からありのままの正確な申告が得られるよう，毎年被調査者に

配布する手引には「調査票は原則として「統計の作成」以外には使用し
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ません。文部科学省の関係職員が調査票を一般に閲覧させることはあり

ません。」と明記し，全国各地で開催する説明会においても，調査票は

統計の目的以外に使用しない旨，繰り返し説明するなど，上記のような

統計法の規定の趣旨を尊重した事務の積み重ねによって被調査者の信頼

を得たことにより，調査を円滑に実施してきている。集められた調査票

は，担当の職員のみが取り扱い，厳重に管理するとともに，統計上の目

的以外に使用するのは統計法３２条又は３３条の規定に基づく場合に限

られる。 

       以上のように学校基本調査は，統計法上，調査実施者に課せられた

様々な義務を前提に，被調査者と調査実施者の相互の信頼協力関係を基

盤として成立し発展してきたものであり，これによって統計の真実性が

保たれているのである。 

（３）不開示情報該当性について 

       法においては，何人も，行政機関の保有する行政文書の開示を請求す

ることができるとされている。学校基本調査の調査票情報も法に定めら

れた行政文書であり，開示請求への対応としては法を適用してその可否

が判断されることになる。 

       一方，統計調査は，調査の結果を分類集計して統計を作成すること，

すなわち当該統計集団についてその集団性を真実の数字によって全体的

に明らかにすることを目的とするものであり，調査結果を個々の被調査

者に対する個別の処分等に利用することを目的とするものではない。統

計調査は被調査者からありのままの報告を得て初めてその真実性が確保

されるものであり，それゆえに統計法は，国の政策決定の基礎資料とし

て不可欠な基幹統計について，上記（２）のような規定を設けてその真

実性の確保を図っているのである。換言すれば，個々の調査票情報が開

示されないことが基幹統計という事務の性質上要請されているものとも

いうことができる。 

       また，基幹統計調査の実施に際しては調査事項，範囲，期日，集計方

法及び結果の公表の方法等について，総務大臣の承認を得なければなら

ないとされており（９条１項），被調査者に対しては，これら承認され

た事項を調査要綱等として示しているところである。 

       したがって，調査実施者自らが，統計法の規定により裏付けられた制

度によって提出された学校基本調査の調査票情報を，法に基づき何人に

対しても開示することになれば，半世紀を越える期間築き上げてきた被

調査者との信頼関係は損なわれ，その後の調査への協力を得ることが困

難となるのみならず，申告の遅延，申告拒否，虚偽申告がおこる可能性

を完全に否定することはできない。その結果，審査の形骸化，公表の遅

延等統計事務の遂行に支障を生じ，ひいては学校教育の全体像が本調査
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によって明らかにできなくなり，統計としての意義が失われることにな

る。 

       以上のことから，開示請求者からの請求に対して，基幹統計である学

校基本調査の調査票情報は，法５条６号の「国の機関が行う事務又は事

業に関する情報であって，公にすることにより，当該事務又は事業の性

質上，当該事務又は事業の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるも

の」として不開示情報に該当する。 

       なお，基幹統計調査は，結果の公表が義務付けられており，学校基本

調査は，毎年５月１日現在で実施し，８月に速報，１２月には詳細な調

査項目を網羅した学校基本調査報告書として公表することにより，学校

基本調査という事務についての国民に対する説明責任を果たしている。 

  ３ 原処分にあたっての考え方について 

     上記のとおり,本件対象文書は法５条６号に該当することから，文部科

学省においては原処分どおりの決定を行ったところである。 

第４ 調査審議の経過 

当審査会は，本件諮問事件について，以下のとおり，調査審議を行った。 

①  平成３０年５月１８日 諮問の受理  

②  同日         諮問庁から理由説明書を収受 

③ 同年６月１１日    審議 

④ 同月１９日      審査請求人から意見書を収受 

⑤  同年７月３０日    本件対象文書の見分及び審議 

⑥ 同年９月４日     審議 

第５ 審査会の判断の理由 

１ 本件開示請求について 

本件開示請求は，本件対象文書の開示を求めるものであり，処分庁は，

その全部を法５条６号に該当するとして不開示とする決定（原処分）を行

った。 

これに対して，審査請求人は，原処分の取消しを求めているところ，諮

問庁は，原処分は妥当であるとしていることから，以下，本件対象文書の

見分結果を踏まえ，不開示情報該当性について検討する。 

２ 本件対象文書の不開示情報該当性について 

（１）諮問庁は，理由説明書（上記第３）において，調査実施者自らが，提

出された学校基本調査の調査票情報を開示することになれば，被調査者

との信頼関係は損なわれ，その後の調査への協力を得ることが困難とな

る旨説明する。そこで，当審査会事務局職員をして，本件対象文書を不

開示とした詳細な理由等について，改めて確認させたところ，諮問庁は，

おおむね以下のとおり説明する。 

ア 「不詳・死亡の者」の人数は，法令等により各大学において公表が
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義務付けられているものではないところ，大学ごとの「不詳・死亡の

者」の人数を公表した場合，不詳・死亡の理由は様々であることが想

定される中にあって，殊更に消極的な理由が取り上げられ，各大学の

イメージ低下等につながるおそれがある。 

イ このような情報である「不詳・死亡の者」の人数について，調査実

施者である文部科学省が「統計の作成」という目的以外で開示した場

合，被調査者である大学との信頼関係が損なわれ，今後の学校基本調

査に係る業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがある。 

（２）以下，上記諮問庁の説明も踏まえ検討する。 

ア 本件対象文書は，平成２９～２０年度の学校基本調査のうち「卒業

後の状況調査」の「不詳・死亡の者」部分に掲げられている人数の内

訳（該当大学名とその人数）に係る調査票情報であることが認められ

る。 

イ 大学ごとの「不詳・死亡の者」の人数は，その人数の多寡により，

消極的な理由が取り上げられ，各大学のイメージ低下等につながるこ

とは否定できず，そのような情報を調査実施者である文部科学省が開

示した場合，被調査者である大学との信頼関係が損なわれ，今後の学

校基本調査に係る業務の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあるとす

る諮問庁の説明は否定し難い。 

ウ したがって，本件対象文書は法５条６号柱書きに該当し，不開示と

したことは妥当である。 

３ 審査請求人のその他の主張について 

（１）理由の提示の不備について 

ア 審査請求人は，原処分は，どのような行政文書を特定した上で不開

示決定を行ったのか知り得ることができず，また，不開示情報がどの

文書のどの部分に記載されているのか，いずれの不開示理由に該当す

るのか記載がないので，行政手続法８条に違反する旨主張する。 

イ そこで，当審査会において，本件開示請求に係る行政文書不開示決

定通知書を確認したところ，「不開示決定した行政文書の名称」欄に

は，本件行政文書開示請求書の「請求する行政文書の名称等」欄の文

言と同様の文言が記載されているにすぎず，本来であれば，特定した

文書の具体的な名称を記載する必要があったといえるものの，「不開

示とした理由」欄において，「調査票情報について，調査実施者自ら

がこれを公にすることになると，被調査者と調査実施者との間の信頼

関係が損なわれ，その後の調査の協力を得ることが困難となり，その

結果，基幹統計調査の適正な遂行に支障を及ぼすおそれがあることか

ら，法５条６号の不開示情報に該当するので不開示とした」旨の記載

があり，これと「不開示決定した行政文書の名称」欄の記載とを併せ
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考えると，本件については，審査請求人が開示を求める調査票情報

（「不詳・死亡の者」の内訳部分）を特定し，これを上記の理由によ

り不開示としたことをうかがい知ることは可能であるので，理由の提

示に違法があるとまではいえない。 

（２）審査請求人は，その他種々主張するが，いずれも当審査会の上記判断

を左右するものではない。 

４ 本件不開示決定の妥当性について 

以上のことから，本件対象文書につき，その全部を法５条６号に該当す

るとして不開示とした決定については，同号柱書きに該当すると認められ

るので，妥当であると判断した。   

（第５部会） 

  委員 南野 聡，委員 泉本小夜子，委員 山本隆司 

 


